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第 4章 第 2節 国際社会学の見地から 
福田友子 
1．国際社会学から見た中古車および中古部品貿易業 
 
 国際社会学，もしくはその主要領域である移民研究の観点から見ると，中古品のリユー
スやリサイクルという産業は，エスニック・マイノリティが積極的に参入した業種（エス
ニック・ビジネス）として，非常に興味深い分野であると言えよう．日本では，古くは在
日コリアンのニッチ産業としての金属リサイクル業（くず鉄卸売業などの「再生資源卸売
業」）が挙げられるし（韓 2012），近年はベトナム人の中古家電貿易（廃品回収業・輸出業）
が知られている（戸田 2001; 川上 2001; 平澤 2012）．そして本報告書が取り上げているの
は，パキスタン人をはじめとする南アジア系移民が主流を占める中古車貿易業である． 
 エスニック・ビジネスに関する研究蓄積のある欧米の研究においては，中古品のリユー
スやリサイクルは，あまり注目されてこなかった．しかしながら日本においてエスニック・
ビジネスの代表的業種を 4類型に整理した場合，その 1つである＜移民企業ニッチ＞では
中古品のリユースやリサイクルが重要な位置を占めることが明らかになっている（樋口 
2012: 11）．国際社会学の立場から提起すべき第一の課題は，どのようなアクタ （ー担い手）
が中古品のリユースやリサイクルという産業に携わっているのか，日本や諸外国の中古車
貿易業と中古部品貿易業の事例を通して検証することである（福田 2013）． 
 上記と併せて考えるべきテーマは，エスニック・ビジネスの集積と分散の問題である．
そもそも，パキスタン人をはじめとする南アジア系移民が主流を占める中古車貿易業にお
いては，移民企業家のトランスナショナルな事業展開がその特徴と言える（世界規模での
分散＝トランスナショナル化）．一方で，各国拠点においては，同胞企業が同一地域に集積
すること（特定地域への集積＝ローカル化）も明らかになっている（たとえば福田 2012a; 
2012b; 福田・浅妻 2011）．これはトランスナショナリズム論で取り上げられる「トランス・
ローカリティ」の議論と重なる事象である（Smith and Guarnizo eds 1998）． 
 これとは別のレベルの分散と集積もある．日本国内においては，中古車や中古部品貿易
業者の多くが分散している（日本国内での分散）．これは仕入拠点である日本国内において
同業他社との競合を避けるため，あえて分散する戦略が取られてきたことによるものと推
測される．たとえば在日コリアンのニッチ産業である金属リサイクル業者が地域的に分散
していること（韓 2012）とも符合する．その一方で，日本海沿岸地域は唯一の例外であっ
た（日本国内での集積）．国際社会学から提起すべき第二の課題は，移民企業家の集積と分
散の仕組みについて，日本国内，主に日本海沿岸地域を事例として検証することである．
以下，本研究課題における調査結果から1，若干の知見を導き出したい． 
                                               
1 本章の記述は，特にことわりのない限り筆者の調査による．調査の一部は，国際交流基金知的交
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2．日本における中古車および中古部品貿易業者 
 
 日本における中古車貿易業者は全国で 800業者，その内パキスタン人が 350業者，バン
グラデシュ人が 100業者，スリランカ人が 100業者との推計がある（Japan Times, June 
3, 2004）．このパキスタン人業者の数や比率を推計したのは，「日本中古車輸出業協同組合」
という業界団体である．2006年 12月の同組合への聞き取り調査2では，パキスタン人業者
数の推計値は 500～600社へと上方修正されていた． 
 振り返れば 1980年代後半，パキスタン人，バングラデシュ人といった南アジア系外国
人が，日本に出稼ぎ目的で移住してきた．これらの人々は当初は「移住労働者」として捉
えられていたが，その一部は後に「移民企業家」となった．特に 1990年代以降，パキス
タン人移民企業家の多くが参入したのは，中古車貿易業だった．このビジネスは，1960
年代後半に日本人業者が始めた業種であった．しかしながら 1970年代に，出身国と同じ
右ハンドルの良質な日本製中古車の価値にパキスタン人をはじめとする外国人企業家が注
目し始めると，徐々にエスニック・ビジネスの舞台へと変容していく．1990年代後半にア
ラブ首長国連邦を中心とするトランスナショナルな中古車中継貿易システムが本格的に形
成されると，世界各地の中古車市場にパキスタン人企業家が次々と参入するようになる．
この時期を契機として，中古車貿易業はパキスタン人企業家のニッチ産業となっていく． 
 このようにパキスタン人がニッチ産業を獲得した要因は，日本とパキスタンにおける法
制度（右ハンドル車の使用を定めた両国の道路交通法，パキスタン側の移民奨励策，日パ
査証相互免除協定等）や経済システムの変遷が重要な意味を持つ．加えてアラブ首長国連
邦などの第三国における法制度や輸入規制緩和といった条件も，パキスタン人にとってプ
ラスに働いた．言い換えれば，パキスタン人企業家にとってみれば，この分野に参入しや
すい「機会構造」が開かれていたのである．ここでいう「機会構造」とは，エスニック・
ビジネスの誕生・成長を規定する外生的条件を指す（樋口 2012: 14）．人的資本や社会関
係資本と異なり，個人や集団では変えることができないため，企業家側は機会構造が開か
れている市場を見出だすしかない．パキスタン人企業家は，機会構造の開かれた間隙市場
をうまく見つけ出し，時代の流れに乗ってビジネスを成長させたと言えよう． 
 では，自動車の中古部品貿易業（自動車解体業を含む）の場合はどうだろうか．中古車
貿易業と中古部品貿易業は，業務の一部において重なる部分はあるものの，両者には大小 
さまざまな違いが見られる．その中で最も重要な点は，アクター（担い手）の違いであろ
う．筆者の知る限り，推計は出されていないが，中古品貿易業（自動車解体業を含む）に
                                                                                                                                         
流フェローシップ，科学研究費，日本港湾協会による研究助成による．調査にあたって協力してい
ただいた方々に深く感謝したい．なお本稿で取り上げる個人名や企業名は，すべて仮名である． 
2 2006年 12月 25日，日本中古車輸出業協同組合専務理事の木村俊郎氏に対する聞き取り． 
93 
 
も，多くの移民企業家が参入している．移民企業家の場合，①自動車解体業と中古部品貿
易業を兼業するケースと，②中古部品貿易業のみに特化するケースがある．①の場合，日
本人の経営する自動車解体業者社長のサポートを受けて，もしくはパートナーシップを組
み，中古車部品貿易を営むことが多い．②の場合，日本国内に独自の拠点は必要ないため，
「バイヤー」として仕入れの時だけ来日するケースが多い． 
 千葉県内のパキスタン人中古車貿易業者の話によると3，自動車解体業者の一大集積地域
を有する千葉の場合，アフガニスタン人，パキスタン人，スリランカ人，ナイジェリア人，
タイ人，中国（香港）人，バングラデシュ人など，さまざまな国籍の移民企業家と出会う
という．アフガニスタン人の場合，パシュトゥーン人（民族）が自動車解体業者へ参入す
るケースが多いことが知られている．パキスタン人の場合は，パシュトゥーン人に加えて，
パンジャービー人（民族）の参入が比較的多いと言われている．外国人登録者数では極め
て少数のアフガニスタン人が多い理由としては，2 つのケースが考えられる．第一のケー
スは，短期滞在ビザで来日した人々が，自動車解体業者の簡易宿泊施設に 3カ月間だけ滞
在しており，年度末の外国人登録者数にはカウントされない場合である．第二のケースは，
パキスタン国籍で登録している場合である．アフガニスタンの主要民族パシュトゥーン人
とパキスタンの少数民族パシュトゥーン人は同じエスニック集団である．歴史的経緯から，
パシュトゥーン人は，両国の二重国籍者が多い．アフガニスタン国籍で入国許可が降りな
い場合は，パキスタン国籍のパスポートを使用して入国許可を受ける．このような現象は，
世界各地で日常的光景として見られる4．このようにパシュトゥーン人は，場所や相手に応
じて，表明すべき「自分の国籍」を使い分けることができる． 
 
3．アラブ首長国連邦における中古車および中古部品貿易業 
 
 ところが，中古部品貿易業の世界的拠点である，アラブ首長国連邦・シャルジャ首長国
のインダストリアル・エリアにおいて調査した結果，予想に反して確認されたのは，アフ
ガニスタン出身のパシュトゥーン人以上に，アフガニスタン出身のハザラ人（民族）が中
古部品貿易業の中心を担ってきた事実である（浅妻・阿部 2009; 福田・浅妻 2011）．では，
なぜハザラ人が中古部品市場に参入したのだろうか5． 
 アフガニスタン人男性のジャマル氏（仮名）は，日本とシャルジャ首長国のインダスト
ルアル・エリアで中古部品貿易業を営んでいるハザラ人である．インダストリアル・エリ
ア内には中古部品業者の集積地域が複数あるが，その内の一部では，ハザラ人が主要な担
い手となっている（浅妻・阿部 2009; 福田・浅妻 2011）．ジャマル氏によると，中古部品
                                               
3 2012年 2月 28日，千葉県のパキスタン人中古車貿易業者への聞き取り． 
4 2010年 3月のアラブ首長国連邦での聞き取りでも，同様の語りを確認できた． 
5 2011年 11月 1日，ジャマル氏への聞き取り． 
94 
 
貿易を始めたのはジャマル氏の父親や伯父であるという．かつてアフガニスタンでは，ア
メリカ製のトラックやドイツ製の自動車が多かったので6，初期はアメリカやドイツから中
古部品を輸入し，カラチ港から陸路でアフガニスタンに運んでいた．その後，パキスタン
で日本車の人気が出てくると，パキスタン人向けの日本製の中古部品輸入を始めた．ハザ
ラ人が日本に初めて中古部品の買い付けに行ったのは，1982年頃であるという．つまり中
古部品貿易においては，ハザラ人が初期参入組で，パキスタン人は後続組である．ジャマ
ル氏は，1988年に中古部品のバイヤーとして初来日したという．その時は大阪の貿易会社
に 3ヶ月間滞在し，その会社に手数料を払って中古部品を集め，アフガニスタン向けに輸
出した．当時，アフガニスタンには日本車が少なかったため，中古部品の 9割はパキスタ
ン向けに再輸出されていた．当時は，パキスタン人バイヤーが，カブールまで買い付けに
来ていたという．1993～94 年頃，アフガニスタン内戦が激しくなると，ハザラ人は他国
へ避難し始める．避難先としては，主に 4つのグループが挙げられる．第 1グループは日
本に渡り，中古部品業に従事する．第 2グループはシャルジャに渡り，こちらも中古部品
業に従事する．これら両グループ間には取引関係がある．第 3 グループはロシアに行き，
繊維製品に従事する．第 4グループは，アメリカ，カナダ，ドイツに渡る．アメリカやカ
ナダの場合，2～3割は中古部品業に従事し，今もシャルジャのグループと取引関係がある．
残る 7割は別の仕事につき，たとえばアメリカでは絨毯のビジネスに携わる人が多いとい
う．このようにハザラ人は世界各地で中古部品業に参入したが，同業組合などは作ってお
らず，「個人が別々にやっている」という． 
 ジャマル氏の認識では，パシュトゥーン人がシャルジャの中古部品貿易業に参入してき
たのは，2000年以降のことであるという．アフガニスタン内戦が終息すると，多くのパシ
ュトゥーン人がこの業界に参入してきた．その時の様子は，まるで「農家も車の運転手も，
皆が中古部品を始めた」かのようであったと，ジャマル氏は振り返る．2011年 11月現在，
ジャマル氏のインダストリアル・エリアにある会社の顧客は 8 割がハザラ人，2 割がパシ
ュトゥーン人であるという．いずれにせよ，インダストリアル・エリアの中古部品貿易業
者は，この 2つのエスニック集団によって成り立っていると言っても過言ではない． 
 このように，アラブ首長国連邦の中古部品貿易業では，アフガニスタンにおける政情不
安（ハザラ人の場合はアフガニスタン内戦，パシュトゥーン人の場合は内戦終息）をきっ
かけとして，アフガニスタン人が世界各地に国外避難した結果，シャルジャの中古部品業
に参入した経緯が確認できた．一方で，アラブ首長国連邦の中古車貿易業の場合は，1979
年と 1994 年のパキスタン側の中古車輸入規制強化と，その後の日本発の中古車貿易ネッ
トワークの世界規模での構築をきっかけとして，日本にゆかりのあるパキスタン人企業家
が 2000年のドバイの中継貿易市場（DUCAMZ）建設を後押ししたことがすでに明らかに 
                                               
6 アフガニスタンは左ハンドル国である．2000年代初頭の一時期は右ハンドルの中古車輸入も
認められたが，その後は禁止された（福田 2012a: 219）． 
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なっている（福田 2012a, 214-7）．これらの事実から，少なくともアラブ首長国連邦にお
いて，中古品のリユースやリサイクルの産業に，エスニック・マイノリティが積極的に参
入していることが確認できるだろう．言い換えれば，アラブ首長国連邦においても，中古
車貿易や中古部品貿易市場へ参入する機会構造が移民企業家に対して開いていたのである．
同様の現象は，ケニアの中古車輸入市場でも確認されたし（福田・浅妻 2011），おそらく
他の中古車輸入市場でも確認できるだろう．中古品のリユースやリサイクルとエスニッ
ク・ビジネスの関係については，今後も検証を進めていきたい． 
 さらに今後の課題として，もう 1点付け加えておくべき，かつ今まであまり注目され
てこなかった現象として，国籍や民族の異なる移民企業家間の日常的取引や店舗・事業
の譲渡（売却）が挙げられる．上記のDUCAMZでは，入居業者の大多数はパキスタン
人だが，バングラデシュ人，アフガニスタン人，インド人と共同経営する業者も見られ
る．また，リーマン・ショック後の不況を受けて，DUCAMZを独占していたパキスタ
ン人企業家が退去したため，その空き店舗に他の国籍や民族の企業家が参入した可能性
がある．事実，2010 年 3 月調査で DUCAMZ 内の入居業者向けに業販オークションを
開催する大手業者の登場が指摘されていたが（福田・浅妻 2011），2011年 11月調査で
は，その業販オークションが 5件に増えていた．しかもその 5件の経営者はすべてパシ
ュトゥーン人である．この背景には，これらの業者がシャルジャの中古部品貿易業者と
強いネットワークを有しており，低価格帯の中古車の大量輸入に長けていることが推測
される．さらにシャルジャの中古部品貿易市場内部を見ても，その様相はさらに複雑な
ものであることが予想される（浅妻・岡本 2012）．今後は，多民族／多国籍の移民企業
家が連携したビジネス・ネットワーク構築についてさらに調査を進めたい． 
 
4．日本海沿岸地域における移民企業家の集積と分散 
 
 富山県射水市および富山市（伏木港，富山港，富山新港の富山三港周辺），新潟県新潟
市および聖籠町（新潟東港周辺），北海道小樽市（小樽港周辺）の日本海沿岸地域には，
1995～2008年にかけて，パキスタン人企業家をはじめとする中古車貿易業者の集積地域が
形成された．ところが 2009年以降，それらの集積地域が徐々に消滅しつつある．パキスタ
ン人企業家は，なぜ日本海沿岸地域に集積し拠点を形成し，その拠点を離れたのだろうか． 
 前述の通り，パキスタン人企業家は世界各地の中古車市場に参入したが，1980年代後半
以降，中古車輸出の主要相手国となったロシア（旧ソ連）の市場には進出する事ができな
かった．その第一の理由は，ロシア向けの中古車貿易が，日本側の「旅具通関」（「関税
法基本通達」67-2-7）という特殊な制度を利用して発展したことにある．第二の理由は，
ロシアのウラジオストク港がもともと軍事拠点であり，ソ連崩壊後も外国人の入国や居住
を厳しく制限してきたことにある．このような背景もあって，1995年に旅具通関の要件が
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緩和されると，ロシア人船員向けに中古車を販売するパキスタン人企業家が，日本海沿岸
の主要貿易港周辺に集積し始め，店舗を設置するようになった（福田 2008）．特に富山県
はロシア向け中古車輸出が盛んだったこともあり，パキスタン人企業家の参入・集積が顕
著であった．以下，2011年 6月調査で得た各地域のデータを比べてみよう． 
 富山県の富山三港周辺の場合，移民企業家の集積拠点は射水市，富山市の特に国道 8号線
沿いである．この地域における移民企業家の初期参入は，1991 年のパキスタン人企業家であ
った7．そしてパキスタン人企業家が急増するのは 1996年以降のことである．パキスタン人の
県内登録者数の推移を見ると，1990年（1人），1995年（4人），2000年（62人），2005年（244
人），2010年（425人）となっている．富山県富山三港周辺の特徴として挙げられるのは，以
下の 3点である．第 1に，日本人住民との摩擦があったことである．2000 年に右翼との衝突
があって報道が増加し，2001 年には「コーラン破り捨て事件」を契機に注目が集まる．また
2007 年以降，地元自治会が「外国人排斥運動」を展開する（たとえば小林 2012，藤崎 2010）．
第 2 の特徴は，組合や独自組織の設立である．まずは 1999 年にパキスタン人による中古車商
工組合が設立される．1999年には富山モスク，2004年にはパキスタン人によるボランティア
団体が設立される．2010年頃にはイスラーム学校も開設された．第 3の特徴は，2009 年以降，
中古車貿易業の担い手がパキスタン人からロシア人へと移行した点である．ただしこの点につ
いては別の見解を持つ業者もいたため，今後も検討を続けたい． 
 新潟県の新潟東港の場合，移民企業家の集積拠点は，新潟市，聖籠町である．1990 年頃，
パキスタン人の初期参入者が登場したと言われている．パキスタン人の県内登録者数の推移を
見ると，1990年（8人），1995年（36人），2000年（126人），2005年（179人），2010年（220
人）となっている．1990年代は富山よりパキスタン人登録者数が多かったにも関わらず，2000
年代に入り富山に一気に抜かれたことが分かる． 
 北海道小樽港の場合，移民企業家の集積拠点は，小樽港周辺（小樽市）である．小樽では，
パキスタン人移民企業家の初期参入が遅かったことも明らかになった．まずは 1990 年頃，日
本人の初期参入者が登場し，1991年頃，ロシア人の初期参入者が登場した．そして 1994年頃，
ようやくパキスタン人の初期参入者が登場したという．パキスタン人の県内登録者数の推移を
見ると，1990年（8人），1995年（15人），2000年（61人），2005年（65人），2010年（98
人）となっている．1990年代の推移は富山と同程度だが，2000年代はあまり伸びなかった． 
 2000年代に入り，日本海沿岸の中古車貿易業に 2つの転機が訪れる．第一の転機は 2005
年 7月，日本政府が「旅具通関」によるロシア向け中古車輸出を停止したことである．この結
果，ロシア向け中古車輸出は「業務通関」へと一本化され，その輸出量がすべて貿易統計に反
映されるようになったため，統計上の輸出量が飛躍的に延びた．またほぼ同時期に別の変化も
あった．ロシア人企業家が「船員」として来日する必要性がなくなったことから，ビジネス・
                                               
7 2013年 2月富山調査において，このあたりの経緯について，より具体的なヒアリング・デー
タを得ることができた．その詳細については，別稿に譲ることとする． 
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スタイルも変化したのである．かつては商品車の店頭展示販売をして現金商売していたが，ネ
ット経由でのオークション仕入発注が可能になると，徐々に店舗が不要になっていった． 
 第二の転機は2009年1月，ロシア政府が中古車の輸入規制を大幅に強化したことである．
この結果，日本海沿岸に店舗を設置していた中古車輸出業車は大打撃を受け，その多くは
店舗を閉鎖するなど，日本海沿岸の集積地域から徐々に撤退していった．しかしながら，
一部のパキスタン人中古車貿易業者は，さまざまな理由から日本海沿岸地域に拠点を残し，
小規模な事務所と郊外の在庫保管スペース（ヤードと呼ばれる）を持つ業態で経営を維持
している．つまり太平洋側では一般的な，表から見えにくいビジネス・スタイルへとシフ
トしたのである． 
 今回の調査では，2009年以降にロシア向けビジネスが激減した後も，一部のパキスタン
人企業家が日本海沿岸地域から転出しない理由について聞き取りをした．その結果，複数
の理由が存在する事が明らかになった．第 1の理由は，家族の意向である．たとえば日本
人配偶者女性が北陸出身である，子どもが学校に慣れてしまい他地域へ転出したがらない，
といったものである．第 2の理由は，この地域ですでに不動産を取得してしまった，とい
うものである．第 3の理由は，日本海沿岸とその周辺地域に馴染みの仕入先業者（業販デ
ィーラー）があり，他地域へ転出すれば長年築いてきた人間関係を失うことになり，自社
のアドバンテージが無くなってしまうという危惧である．第 4の理由は，ネット・ビジネ
スの普及である．現在はオークションを通じて全国各地で仕入れができ，かつオークショ
ンの最寄りの港から出荷することができる．したがって中古車貿易業を続ける限り，拠点
はそれほど重要な問題ではない，というものである．こうした複数の理由を受けて，たと
えば「富山は第二の故郷」というような，「郷土愛」の語りもしばしば聞かれた． 
 逆に，2009年以降に日本海沿岸地域から撤退したのは，本社が他の地域にあり，そこに
戻ることのできた人々である．そもそも日本海沿岸のビジネスに重きを置いていなかった
からこそ，外国人登録を移しておらず，撤退する時も容易に決断できたのではないだろう
か．そう考えると，2009年以降に日本海沿岸地域のパキスタン人登録者数が，それほど減
少していないという指摘にも説明がつくだろう． 
 当事者が誰も言及しなかったものの，筆者が第 5の理由として付け加えておきたいのは，
日本海沿岸地域における移民コミュニティの完成度の高さ，言い換えれば，「移民の制度的
完成」（Breton 1964）である．たとえば富山の場合，ハラール・ショップやパキスタン・
レストランが狭い範囲に複数存在し，モスクや学校の施設もすでに取得済みである．車で
数分移動すれば，仕事や余暇，宗教活動，ボランティア活動，政治活動まで，出身社会と
同様の時間を過ごすことができる．地域住民との摩擦はあっても，この完成度の高さはや
はり移民にとって魅力的であろう． 
 以上，日本海沿岸の移民企業家の集積と分散について概説してきたが，まだまだ明らか
にされていない点もあるため，今後も検討を続けて行きたい． 
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